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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

  １．商   号      むさし証券株式会社 

 

  ２．登録年月日（登録番号） 

     2007年９月 30日（関東財務局長（金商）第 105号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年    月 沿                   革 

1947年 8月 

1948年 9月      

1949年 4月      

1963年 9月      

1968年 4月 

1968年 4月 

1978年 4月 

1982年 8月 

1982年 9月 

1983年 12月 

1984年 10月 

1985年 6月 

1985年 12月 

1986年 4月 

1986年 10月 

1986年 11月 

1987年 4月 

1987年 11月 

1988年 5月 

1988年 11月 

1990年 10月 

1996年 6月 

1997年 7月 

1998年 12月 

2001年 2月 

2001年 4月 

2001年 4月 

2004年 3月 

東京都中央区日本橋兜町において「千代田証券株式会社」を設立(資本金 1百万円) 

証券取引法に基づく証券会社として登録 

東京証券取引所再開 正会員となる 

資本金５億円に増資 

証券取引法の改正により免許取得 

公社債の払込の受入れ及び元利金支払の代理業務の承認を受ける 

本社を東京都中央区日本橋１－21－５に移転 

証券投資信託受益証券の収益金、償還金及び一部解約金支払の代理業務の承認を受ける 

累積投資業務の承認を受ける 

資本金 9億 12百万円に増資 

資本金 10億円に増資 

譲渡性預金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の承認を受ける 

資本金 19億 80百万円に増資 

円建銀行引受手形の売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける 

外為法上の指定証券会社の指定を受ける 

本社を東京都中央区日本橋室町３－２－15に移転 

大阪証券取引所 正会員となる 

ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰの売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける 

資本金 30億 37百万円に増資、総合証券となる 

株式事務の取次ぎ業務の承認を受ける 

金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理ならびに保管業務の承認を受ける 

保護預り有価証券を担保として金銭を貸し付ける業務の承認を受ける 

本社を東京都中央区日本橋本町１－４－12に移転 

証券取引法改正（1998年 12月施行）により、登録証券会社となる 

本社を東京都中央区日本橋室町３－２－15に移転 

山文証券株式会社と合併し、商号をあさひリテール証券株式会社に変更 

資本金 30億 37百万円から、47億 27百万円に増資 

商号をそしあす証券株式会社に変更 
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年    月 沿                   革 

2004年 7月 

2005年 2月 

2005年 7月 

2007年 5月 

2007年 9月 

 

2009年 6月 

2009年 7月 

2009年 7月 

2010年 3月 

2010年 5月 

2010年 5月 

2011年 8月 

2014年 10月 

2015年 3月 

2015年 4月 

2015年 7月 

2016年 9月 

保険募集に係る業務の届出をする 

顧客紹介業務の承認を受ける 

インターネット取引（名称 トレジャーネット）開始 

名古屋証券取引所 総合取引参加者となる 

証券取引法の改組により金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録(第一種 

金融商品取引業） 

金融商品取引業者の登録事項に第二種金融商品取引業を追加登録 

社団法人 金融先物取引業協会に加入 

大阪証券取引所 取引所外国為替証拠金取引資格及び清算資格取得 

本社を埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－333－13に移転 

武蔵証券株式会社と合併し、商号をむさし証券株式会社に変更 

資本金 47億 27百万円から、50億円に増資 

のぞみ証券株式会社と合併 

大阪取引所 取引所外国為替証拠金取引市場の休止に伴い、当該取引資格を喪失 

一般社団法人 金融先物取引業協会を退会 

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会に加入 

三栄証券株式会社と合併 

信託業法に基づく信託契約代理店として登録 
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(2) 経営の組織                       （ 2023年 6月 30日 現在） 

  

○事 務 企 画 課   

○事    務    課 

○シ ス テ ム 課   

○証券決済管理課 

○ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ金融商品課 

○相続支援課 

経営会議 

社 長 

株 主総会 

取締役会 

○営業企画課 

○営業情報課 

○商品企画課 

○保  険  課 

○信託契約代理店業営業課 

○サポートダイヤル課 

 

営業企画部 

監 査 役 会 

売 買 審 査 室 

営 業 考 査 室 

お 客 様 相 談 室 

監 査 部 

 

第二ブロック 

志 木 支 店 

川 越 支 店 

坂 戸 支 店 

東 松 山 支 店 

久 米 川 支 店 

コンプライアンス部 

越 谷 支 店 

加 須 支 店 

深 谷 支 店 

本 庄 支 店 

熊 谷 支 店 

新 宿 支 店 

横 浜 支 店 

大 阪 支 店 

東京営業第一部 

東京営業第二部 

 
証 券 営 業 室 

市 川 支 店 

業務統括部 

人事総務部 

ＩＴ企画室 

経営企画部 

トレーディング室 

コーポレート・ファイナンス部 

浦 和 支 店 

本 店 営 業 部 

上 尾 支 店 

第一ブロック 

春 日 部 支 店 

北 本 支 店 

ソリューション推進部 

東 京 営 業 部 

営 
 
 
 
 

業 
 
 
 
 

本 
 
 
 
 

部 

飯 能 支 店 

監査役会 

事務局 

○引受審査課 

SDGs推進室 

インターネット事業部 

内部統制推進室 

第三ブロック 
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４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等 

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合  

                                         (2023 年３月 31 日現在) 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．富士倉庫運輸(株) 

株 

720,697 

 

7.41 

２. 大栄不動産(株) 714,285 7.34 

３．日新製糖(株) 680,540 6.99 

４．日本電子計算(株) 666,750 6.85 

５．東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ(株) 638,200 6.56 

６．サイボ－(株) 542,100 5.57 

７．リテラ・クレア証券(株) 462,000 4.75 

８．(株)しまむら 450,600 4.63 

９．(株)ジャノメ 420,000 4.31 

10. 東海運(株) 379,147 3.89 

その他（ 161名） 4,067,843 41.70 

計   171 名 9,725,582 100.00 

(注)1 議決権割合は小数点第３位以下を切り捨てております。 

  2 議決権の割合については、自己株式（274,418株）を控除して算出しております。 

 

５．役員の氏名又は名称 

 （2023 年３月 31 日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役会長 小 髙 富士夫 有 常 勤 

代表取締役社長 野 村   眞 有 常 勤 

取締役常務執行役員 瀬戸本 一 雄 無 常 勤 

取締役常務執行役員 安 藤  敦 無 常 勤 

取締役執行役員 吉 原   保 無 常 勤 

取締役執行役員 富 田 昭 雄 無 常 勤 

監 査 役 三 澤 孝 彦 無 常 勤 

監 査 役 田 口 慶 二 無 非常勤 

監 査 役 太 田   孝 無 非常勤 

計 9 名    

（注） 田口慶二及び太田孝の両氏は、会社法第２条第 16号に定める社外監査役であります。 
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 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得

る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

齋 藤 公 行 
コンプライアンス部長兼売買審査室長 

内部管理統括補助責任者 

 

  (2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28条第６項に規定する投資助

言業務をいう。）又は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助

言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第２条

第８項第 11号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者

を含む。）の氏名 
 

該当事項はありません。 
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７．業務の種別 

 金融商品取引業 

①第一種金融商品取引業 

(金融商品取引法第 28 条第１項に掲げる行為に係る業務) 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理 

・ 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引並びに外国金融商

品取引市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ

又は代理 

・ 有価証券の清算取次ぎ 

・ 有価証券の売出し又は特定投資家向け売付け勧誘等 

・ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱い 

(金融商品取引法第 28 条第１項第３号に掲げる行為に係る業務) 

・ 有価証券の元引受けであって、損失の危険の管理の必要性の高いものとして内閣府令で定

めるもの 

・ 有価証券の元引受けであって、上記①に掲げるもの以外のもの 

・ 有価証券の引受け(有価証券の元引受け以外のもの) 

(有価証券管理業務(金融商品取引法第 28条第５項に掲げる行為に係る業務)) 

・ 上記に掲げる行為に係る業務に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受けること 

・ 社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替を行うこと 

(金融商品取引業に付随する業務(金融商品取引法第 35 条第１項に掲げる行為に係る業務)) 

・ 有価証券の貸借業務 

・ 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

・ 保護預り有価証券担保貸付業務 

・ 有価証券に関する顧客の代理業務 

・ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

・ 有価証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の

支払いに係る代理業務 

・ 累積投資契約の締結業務 

・ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

・ 公社債の払込金の受入れ又は元利金支払いの代理業務 

・ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

・ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

・ 通貨その他デリバティブ取引の関連資産の売買、その媒介、取次ぎ及び代理に係る業務 

・ 譲渡性預金その他金銭債権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

 

②第二種金融商品取引業 
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８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地      

(2023 年３月 31 日現在) 

名   称 所  在  地 

本 店     
〒330－8634     
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４―３３３―１３ 

本店営業 部 
〒330－0854     
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４―２５２ 

浦 和 支 店 
〒330－0063 
埼玉県さいたま市浦和区高砂２―１―１ 

上 尾 支 店 
〒362－0036 
埼玉県上尾市宮本町２－１ 

北 本 支 店 
〒364－0031 
埼玉県北本市中央２－８５ 

春日部支店 
〒344－0067 
埼玉県春日部市中央１―５１―１  

越 谷 支 店 
〒343－0816 
埼玉県越谷市弥生町１―４ 

加 須 支 店 
〒347-0055   
埼玉県加須市中央２－６－９ 

熊 谷 支 店 
〒360－0037 
埼玉県熊谷市筑波２－４８－１  

深 谷 支 店 
〒366－0054 
埼玉県深谷市緑ｹ丘２５―２８ 

本 庄 支 店 
〒367－0052 
埼玉県本庄市銀座２―５―１７ 

志 木 支 店 
〒353－0004 
埼玉県志木市本町５―１８―１７  

川 越 支 店 
〒350－1123 
埼玉県川越市脇田本町１―３ 

坂 戸 支 店 
〒350－0225 
埼玉県坂戸市日の出町２１―６ 

東松山支店 
〒355－0028 
埼玉県東松山市箭弓町１―１―５ 

飯 能 支 店 
〒357－0033 
埼玉県飯能市八幡町８―２４ 

久米川支店 
〒189－0013 
東京都東村山市栄町２―３―２ 

東 京 本 部 
〒103－0022 
東京都中央区日本橋室町１―２―６ 

新 宿 支 店 
〒160－0022 
東京都新宿区新宿３―２―１ 

横 浜 支 店 
〒231－0014 
神奈川県横浜市中区常盤町４―５４  

市 川 支 店 
〒272－0034     
千葉県市川市市川１－２４－１１ 

大 阪 支 店 
〒541－0041 
大阪府大阪市中央区北浜２―１―５ 
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 ９．他に行っている事業の種類 

(金融商品取引法第 35条第２項) 

・ 金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理並びに保管に係る業務 

・ 保険業法第２条第 26項に規定する保険の募集に係る業務 

・ 自ら所有する不動産の賃貸に係る業務 

・ 信託業法第２条第８項に規定する信託契約代理業 

・ 業務に係る顧客に対し他の事業者の斡旋又は紹介を行う業務 

 

10.苦情処理及び紛争解決の体制 

・ 第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

（ＦＩＮＭＡＣ）を利用 

・ 第二種金融商品取引業 一般社団法人 第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業

務委託）を利用 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人 第二種金融商品取引業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

        

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   株式会社 東京証券取引所 

株式会社 大阪取引所 

株式会社 名古屋証券取引所 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度における国内株式市場は、期初27,624円で始まった日経平均株価は、インフレ加速に伴う米長

期金利の上昇や金融引き締め政策に加えて、中国における新型コロナウイルスの感染拡大の影響が警戒され

下落基調となり５月中旬に26,000円台を割り込みました。５月後半から６月前半にかけて戻りを試す展開も

あり28,000円台を回復しましたが、中旬以降は米消費者物価指数（CPI）の高い伸びなどを受けてインフレ加

速への警戒感が高まり下落しました。 

７月以降は米国による対中制裁関税の一部解除検討に関する報道などを受けて米国株が反発に転じたこと

などが好感され上昇しましたが、８月中旬以降は米長期金利の上昇懸念が再び重荷となったことから下落し

ました。10月から11月にかけては米長期金利の上昇懸念がやや緩和し株価は上昇基調となりましたが、12月

下旬に日銀が長期金利の許容変動幅を拡大したことから長期金利が上昇したことや円高の進行により下落し

ました。2023年１月中旬には日銀が金融緩和政策の現状維持を決定したことで市場に安心感が広がり、その

後も円安に転じたことや米金融引き締めへの過度な警戒感が和らいだことから上昇基調となりましたが、３

月に入ると米地銀の経営破綻に加えて、スイス金融大手の経営問題を受けて、投資家のリスク回避姿勢が強

まり下落に転じました。月末にかけては、米欧の金融不安に対する主要国の政府・中央銀行の迅速な対応に

加え、年度末の配当取りを意識した買いに支えられ、結局、当事業年度末の日経平均株価の終値は28,041.48

円となりました。 

当社は、このような環境下、お客さまと社員の安全を最優先した新型コロナウイルス感染防止策を講じた

上で、より多くのお客さまと接点を増やすことを目指した営業活動を展開いたしました。 

営業活動の結果につきましては、株式市況が総じて硬直的に推移したことを受けて国内株式委託手数料収

入は減収、米国の金利引上げや円安の影響を受けて外国株式関連手数料収入、法人を中心とした大口資金運

用関連の収益も大幅な減収となりました。一方、新規口座開設数や投資信託を新たに保有されるお客さまの

増加等、将来的な収益確保につながる顧客基盤強化においては一定の成果を得ることができました。 

これにより当事業年度の業績は、営業収益は33億54百万円（前年同期比69.6％）、純営業収益は31億94百万

円（同68.5％）となりました。また、販売費・一般管理費は41億54百万円（同90.1％）となり、その結果、

営業損失は９億59百万円（前年同期は51百万円の営業利益）、経常損失は７億46百万円（前年同期は２億90百

万円の経常利益）、当期純損失は７億64百万円（前年同期は２億60百万円の当期純利益）となりました。 

当事業年度の期末配当金につきましては、株主の皆様への安定的かつ継続的な配当の実施を前提としつつ、

業績を勘案した結果、１株当たり10円とさせていただきました。 

主な概要は下記のとおりであります。 

 

①受入手数料 

当事業年度の受入手数料の合計は、25億68百万円(前年同期比79.8％)となりました。 

(委託手数料） 

委託手数料は、国内及び米国株式市場がインフレ加速に伴う長期金利の上昇や金融引き締め政策等に伴

い低迷した結果19億28百万円（前年同期比77.9％）となりました。 

(引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料） 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料は７百万円（同61.7％）となりました。この手

数料の株式と債券の構成比率は、それぞれ55.7％、44.2％となっております。 

(募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料） 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は１億49百万円（同54.5％）となりました。

このうち、94.7％が投資信託販売の取扱手数料となっております。 
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(その他の受入手数料） 

その他の受入手数料は４億82百万円（同105.9％）となりました。このうち、投資信託の信託報酬は65.9％、

保険販売手数料は20.8％となっております。 

②トレーディング損益 

株券等トレーディング損益は１億33百万円の利益（前年同期比20.6％）、債券・為替等トレーディング損

益は１億98百万円の利益（同46.5％）となりました。 

その結果、トレーディング損益は３億32百万円の利益（同30.9％）となりました。 

③金融収支 

金融収益は４億54百万円（前年同期比86.7％）、金融費用は１億59百万円（同105.4％）となりました。 

その結果、金融収支は２億94百万円の利益（同79.1％）となりました。 

④販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費は、賞与引当金の減少等による人件費の減少等により41億54百万円（前年同期比

90.1％）となりました。 

⑤特別損益 

特別利益は、投資有価証券の売却益により１百万円となりました。一方特別損失は、固定資産の減損損

失１百万円、固定資産の除却損１百万円等により３百万円となりました。 

その結果、特別損益は１百万円の損失となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移                         （単位：百万円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

資本金 ５，０００ ５，０００ ５，０００ 

発行済株式総数(千株) １０，０００ １０，０００ １０，０００ 

営業収益 ５，３５４ ４，８１４ ３，３５４ 

受入手数料 ３，７５６ ３，２１５ ２，５６８ 

 （委託手数料） ３，０４７ ２，４７４ １，９２８ 

 （引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘等
の手数料） 

８ １１ ７ 

（募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等の
取扱い手数料） 

３１３ ２７４ １４９ 

 （その他の受入手数料） ３８７ ４５５ ４８２ 

(投資信託代行手数料) (２６７) (３２１) (３１８) 

(保険募集業務) ( ４７) ( ６２) (１００) 

(信託契約代理業務) (   ７) (   ８) (   ８) 

(顧客紹介業務) (    ６) (    ６) (    ３) 

トレーディング損益 １，１０１ １，０７４ ３３２ 

 （株券等） ７８９ ６４７ １３３ 

 （債券等） ２９６ ４１１ １９２ 

 （その他） １６ １５ ５ 

純営業収益 ５，１７３ ４，６６２ ３，１９４ 

経常利益又は経常損失(△) ５２１ ２９０ △７４６ 

当期純利益又は当期純損失(△) ３６１ ２６０ △７６４ 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

委 託 943,739 965,192 770,484 

自 己 87,221 75,143 15,492 

合 計 1,030,961 1,040,336 785,977 
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   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを

除く。） 

                                    （単位：百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2021年３月期 

株券 131 129 ― 328 0 1,570 ― 

国債証券 ―  ― 124  ― ― 

地方債証券 ―  ― ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 ― ― ― ― ― 500 ― 

受益証券    70,386 ― ― ― 

その他 4,600 

 

 

― ― ― ― 4,600 

 

― 

合 計 4,731 129 ― 70,840 0 6,670 ― 

2022年３月期 

株券 680 640 ― 11 1 1,620 ― 

国債証券 ―  ― 88  ― ― 

地方債証券 ―  ― ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 100 ― ― 100 ― 500 ― 

受益証券    63,551 ― ― ― 

その他 4,900 ― ― ― ― 4,900 ― 

合 計 5,680 640 ― 63,750 1 7,020 ― 

2023年３月期 

株券 68 56 ― 5 2 1,410 ― 

国債証券 ―  ― 89  ― ― 

地方債証券 ―  ― ―  ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 800 ― ― 800 ― 1,950 ― 

受益証券    46,533 ― ― ― 

その他 2,000 ― ― ― ― 2,000 ― 

合 計 2,868 56 ― 47,428 2 5,360 ― 
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  (3) その他業務の状況 

                                      （単位：百万円） 

  2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

金  地  金 の 売  買  業  務  ―  ―  ― 

保   険   募   集   業   務 47 62 100 

不 動 産 賃 貸 業 務 ― ― ― 

信 託 契 約 代 理 業 7 8 8 

顧   客   紹   介   業   務 6 6 3 
 

  (4) 自己資本規制比率の状況  
                                    （単位：％、百万円） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
６３４.１ ６０３.６ ６０９．５ 

固定化されていない 

自己資本（Ａ） 
１４，９９８ １４，７６１ １４，１３１ 

リスク相当額（Ｂ） ２,３６５ ２,４４５ ２，３１８ 

 

市場リスク相当額 ６１２ ６２７ ６１４ 

取引先リスク相当額 ６４４ ５７１ ６１１ 

基礎的リスク相当額 １,１０８ １,２４６ １，０９２ 

 暗号等資産等による控除額 ― ― ― 
     
 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

                                         （単位：名） 

 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

使用人 ３３９ ３２９ ３０４ 

（うち外務員） ３０４ ２９３ ２７０ 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 
 （１）貸借対照表  
                                    （単位：百万円） 

 前事業年度 

(2022 年３月 31 日) 

当事業年度 

(2023 年３月 31 日) 

(資産の部) 

流動資産 
 

 
  

 現金・預金  11,375   11,378  

預託金  21,369   20,880  

 トレーディング商品  11   2  

   商品有価証券等 

デリバティブ取引 

 

 

 

※4 

 
11  

0  

※4 

 
2  

0  
 約定見返勘定 ※5 80  ※5 28  

 信用取引資産  24,909   27,358  

   信用取引貸付金  24,418   26,700  

   信用取引借証券担保金  490   657  

 立替金  1   1  

 募集等払込金  79   62  

短期差入保証金 ※1 100  ※1 100  

前払金  6   2  

前払費用  50   50  

未収入金  115   85  

未収収益  420   454  

 貸倒引当金  △0   △0  

    流動資産計  58,520   60,405  

固定資産     

 有形固定資産 ※2 235  ※2 188  

 無形固定資産  81   81  

 投資その他の資産  6,076   6,141  

  投資有価証券 ※1 5,748  ※1 5,814  

  出資金  5   5  

  長期貸付金  5   5  

  長期差入保証金  284   284  

  その他の投資等  51   48  

  貸倒引当金  △18   △17  

  固定資産計  6,393   6,411  

    資産合計  64,914   66.816  
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                                     （単位：百万円） 
 前事業年度 

(2022年３月 31日) 

当事業年度 

(2023年３月 31日) 

(負債の部)     

流動負債     

 信用取引負債  14,452   19,434  

  信用取引借入金 ※1 13,344  ※1 18,045  

  信用取引貸証券受入金  1,107   1,388  

 有価証券担保借入金 ※1 1,359  ※1 2,453  

  有価証券貸借取引受入金  1,359   2,453  

 預り金  19,156   16,173  

 受入保証金  5,908   5,763  

 短期借入金 

 

 

 

※1 

 

3,450  

 

※1 3,450  

  前受収益  ―   2  

未払金  117   75  

 未払費用  126   115  

 未払法人税等  24   22  

賞与引当金 

役員賞与引当金 

役員賞与引当金 

 

 

209  

39  

 

 

54  

4  

リース債務  12   12  

偶発損失引当金 

 

 1   1  

 流動負債計  44,855   47,562  

固定負債     

  リース債務  22   18  

 繰延税金負債  486   497  

 退職給付引当金  1,438   1,436  

長期未払金    44   44  

 資産除去債務  89   90  

 その他の固定負債  6   7  

固定負債計  2,087   2,094  

特別法上の準備金     

 金融商品取引責任準備金  83   83  

  特別法上の準備金計 ※3 83  ※3 83  

  負債合計  47,027   49,740  

（純資産の部）       

株主資本  16,524   15,614  

 資本金  5,000   5,000  

 資本剰余金  2,031   2,031  

 利益剰余金  9,792   8,882  

 自己株式  △299   △299  

評価・換算差額等  1,327   1,426  

 その他有価証券評価差額金 

 

 1,327   1,426  

新株予約権  35   35  

  純資産合計  17,887   17,076  

負債・純資産合計  64,914   66,816  
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（２）損益計算書                          

 （単位：百万円） 

 前事業年度 

(自 2021年４月 １日 

  至 2022年３月 31日) 

当事業年度 

(自 2022年４月 １日 

至 2023年３月 31日) 

営業収益     

受入手数料 
（委託手数料） 

（引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料） 

（募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱い手数料） 

（その他の受入手数料） 

(投資信託代行手数料) 

(保険募集業務) 

(信託契約代理業務) 

(顧客紹介業務) 

 

3,215  
2,474  

 
11  

 
274  
455  
(321) 
( 62) 
(  8) 
(  6) 

 

2,568  
1,928  

 
7  
 

149  
482  
(318) 
(100) 
(  8) 
(  3) 

 トレーディング損益 ※1 1,074  ※1 332  

 金融収益  524   454  

営業収益計  4,814   3,354  

金融費用  151   159  

純営業収益  4,662   3,194  

販売費・一般管理費     

 取引関係費 ※2 664  ※2 582  

 人件費 ※3 2,788  ※3 2,406  

 不動産関係費 ※4 410  ※4 417  

 事務費 ※5 540  ※5 539  

 減価償却費  71   88  

 租税公課 
 貸倒引当金繰入 

 
82  
―  

 
64  
0  

 その他販売費・一般管理費  52   55  

販売費・一般管理費計  4,611   4,154  

営業利益又は営業損失(△)  51   △959  

営業外収益 ※6 240  ※6 224  

営業外費用 ※7 1  ※7 11  

経常利益又は経常損失（△）  290   △746  

特別利益 
投資有価証券売却益 
固定資産売却益 

 

 

※8 

 
―  
0  

 

 

※8 

 
1  
―  

特 別 利 益 計  0   1  

特別損失 
投資有価証券評価損 
固定資産除却損 
金融商品取引責任準備金繰入 
和解金 
減損損失 
支店移転費用 

 

 

※9 

 

 

※10 

 
―  
0  
0  

0  

0  

0  

 

 

※9 

 

 

※10 

 
0  
1  
0  
―  
1  
0  

特 別 損 失 計  2   3  
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税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△） 

 287   △748  

法人税、住民税及び事業税  27   16  

法人税等調整額  △0   △0  

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 260   △764  
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（３）株主資本等変動計算書 

 

 

 

 

 

       （単位：百万円） 

自 2021年４月 １日 

至 2022年３月 31日 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高  5,000 1,250 781 2,031 

当事業年度中の変動額         

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額 
    

当事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 

当期末残高  5,000 1,250 781 2,031 

       

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高  832 8,846 9,678 △299 16,410 

当事業年度中の変動額           

剰余金の配当  △145 △145  △145 

当期純利益  260 260  260 

自己株式の取得    △0 △0 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 
     

当事業年度中の変動額合計 ― 114 114     △0    114 

当期末残高  832 8,960 9,792 △299 16,524 

        

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他                 

有価証券             

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算     

差額等合計 

当期首残高  1,256 ― ― 1,256 35 17,702 

当事業年度中の変動額         

剰余金の配当         △145 

当期純利益      260 

自己株式の取得      △0 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 70   70  70 

当事業年度中の変動額合計 70 ― ― 70 ― 184 

当期末残高  1,327 ― ― 1,327 35 17,887 
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       （単位：百万円） 

自 2022年４月 １日 

至 2023年３月 31日 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

当期首残高  5,000 1,250 781 2,031 

当事業年度中の変動額         

剰余金の配当     

当期純損失(△)     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額 
    

当事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 

当期末残高  5,000 1,250 781 2,031 

       

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高  832 8,960 9,792 △299 16,524 

当事業年度中の変動額           

剰余金の配当  △145 △145  △145 

当期純損失(△)  △764 △764  △764 

自己株式の取得    △0 △0 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 
     

当事業年度中の変動額合計 ― △910 △910 △0 △910 

当期末残高  832 8,050 8,882 △299 15,614 

        

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他                 

有価証券             

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算     

差額等合計 

当期首残高  1,327 ― ― 1,327 35 17,887 

当事業年度中の変動額         

剰余金の配当      △145 

当期純損失(△)      △764 

自己株式の取得      △0 

株主資本以外の項目の 

当事業年度中の変動額（純額） 99   99  99 

当事業年度中の変動額合計 99 ― ― 99 ― △811 

当期末残高  1,426 ― ― 1,426 35 17,076 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

※１ 担保に供している資産の状況は、次のとおりであります。 

前事業年度(2022年３月31日) 

被担保債務 担保に供している資産 

種類 期末残高(百万円) 
投資有価証券(百万円) 

差入保証金（百万円） 
質権 

短期借入金 50 78 ― 

 証券金融会社借入金 50 78 ― 

信用取引借入金 13,344 ― ― 

計 13,344 78 ― 

(注) １ 担保に供している資産は期末時価によるものであります。 

２ 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、自己融資の本担保証券553百万円及び受入保証金代

用有価証券6,917百万円を上記債務の担保に供しております。 

  なお、信用取引借入金の本担保証券は13,241百万円及び信用取引貸証券1,174百万円であります。 

  また、消費貸借契約により貸し付けた有価証券は1,349百万円であります。 

３ 先物取引等の証拠金として、投資有価証券444百万円を差入れております。 

４ 外国株式取引等の保証金として、現金100百万円を差入れております。 

５ 信用取引貸付金の本担保証券24,592百万円、信用取引借証券479百万円、受入証拠金代用有価証券

225百万円及び受入保証金代用有価証券37,470百万円の差入を受けております。 

         消費貸借契約により貸し付けた有価証券の担保として、有価証券担保借入金1,359百万円の差入を

受けております。 

当事業年度(2023年３月31日) 

被担保債務 担保に供している資産 

種類 期末残高(百万円) 
投資有価証券(百万円) 

差入保証金（百万円） 
質権 

短期借入金 50 79 ― 

 証券金融会社借入金 50 79 ― 

信用取引借入金 18,045 ― ― 

計 18,095 79 ― 

(注) １ 担保に供している資産は期末時価によるものであります。 

２ 貸借対照表に計上されている上記資産のほか、自己融資の本担保証券637百万円及び受入保証金代

用有価証券6,720百万円を上記債務の担保に供しております。 

  なお、信用取引借入金の本担保証券は 18,179百万円及び信用取引貸証券は1,429百万円でありま

す。 

  また、消費貸借契約により貸し付けた有価証券は2,355百万円であります。 

３ 先物取引等の証拠金として、投資有価証券431百万円を差入れております。 

４ 外国株式取引等の保証金として、現金100百万円を差入れております。 

５ 信用取引貸付金の本担保証券27,512百万円、信用取引借証券653百万円、受入証拠金代用有価証券

216百万円及び受入保証金代用有価証券37,058百万円の差入を受けております。 

  消費貸借契約により貸し付けた有価証券の担保として、有価証券担保借入金2,453百万円の差入を

受けております。 
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前事業年度 

(2022年３月31日) 
当事業年度 

(2023年３月31日) 

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

建物 398百万円 

器具備品 556百万円 

リース資産 33百万円 

計 988百万円 

  

※２ 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

建物 399百万円 

器具備品 604百万円 

リース資産 36百万円 

計 1,041百万円 

  

※３ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。 

     金融商品取引責任準備金 金融商品取引法第46条の５ 

※３ 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

次のとおりであります。 

     金融商品取引責任準備金 金融商品取引法第46条の５ 

  

※４ 商品有価証券等(流動資産)の内訳は次のとおりで

あります。 

社債 1百万円 

外国株 0百万円 

外国債 9百万円 

計 
 

11百万円 
 

 

※４ 商品有価証券等(流動資産)の内訳は次のとおりで

あります。 

外国債 2百万円 

計 
 

2百万円 
 

 

※５ 約定見返勘定は純額で表示しております。なお、

上記相殺前の約定見返勘定(借方)の総額は5,065

百万円、約定見返勘定（貸方）の総額は、4,984

百万円であります。 

 

※５ 約定見返勘定は純額で表示しております。なお、

上記相殺前の約定見返勘定(借方)の総額は1,551

百万円、約定見返勘定（貸方）の総額は、1,523

百万円であります。 
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(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日) 

当事業年度 
(自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日) 

※１(1) トレーディング損益の内訳 

 百万円 

 株券等 647 

 債券等 411 

 その他 15 

 計 1,074 
 

※１(1) トレーディング損益の内訳 

 百万円 

 株券等 133 

 債券等 192 

 その他 5 

 計 332 
 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に

含めております。 

内訳 百万円 

株券等 0 

 債券等 0 

 その他 0 

 計 1 
 

  (2) 時価法による評価損益はトレーディング損益に

含めております。 

内訳 百万円 

株券等 △0 

 債券等 △0 

 その他 0 

 計 △0 
 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引

等の売買損益を含んでおります。 

  (3) トレーディング損益には市場デリバティブ取引

等の売買損益を含んでおります。 

※２ 取引関係費の内訳 

 百万円 

支払手数料 196 

取引所・協会費 62 

通信・運送費 307 

旅費・交通費 9 

広告宣伝費 68 

交際費 19 

 計 664 

※３ 人件費の内訳 

 百万円 

役員報酬 143 

従業員給料 1,870 

歩合外務員報酬 20 

その他の人件費 24 

退職給付費用 135 

福利厚生費 350 

賞与引当金繰入額 244 

 計 2,788 

  

※４ 不動産関係費の内訳 

 百万円 

不動産賃借料等 319 

器具・備品費 90 

 計 410 

※５ 事務費の内訳 

 百万円 

事務委託費 516 

事務用品費 23 

 計 540 
 

※２ 取引関係費の内訳 

 百万円 

支払手数料 130 

取引所・協会費 56 

通信・運送費 292 

旅費・交通費  9 

広告宣伝費 73 

交際費 20 

 計 582 

※３ 人件費の内訳 

 百万円 

役員報酬 148 

従業員給料 1,708 

歩合外務員報酬 23 

その他の人件費 24 

退職給付費用 129 

福利厚生費 318 

賞与引当金繰入額 54 

 計 2,406 

 

※４ 不動産関係費の内訳 

 百万円 

不動産賃借料等 318 

器具・備品費 99 

 計 417 

※５ 事務費の内訳 

 百万円 

事務委託費 514 

事務用品費 24 

 計 539 
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前事業年度 

(自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日) 

当事業年度 
(自 2022年４月１日 
至 2023年３月31日) 

※６  営業外収益の内訳 

 百万円 
受取配当金 
投資事業組合運用益 

166 
62 

その他 11 

 計 240 
 

※６  営業外収益の内訳 

 百万円 
受取配当金 
投資事業組合運用益 

178 
34 

その他 11 

 計 224 
 

 

※７ 営業外費用の内訳 

 百万円 
売買手違差金 1 
その他 0 

 計 1 
 

 

※７ 営業外費用の内訳 
 
投資事業組合運用損 

百万円 
10 

売買手違差金 0 
その他 0 

 計 11 
 

 

※８ 固定資産売却益の内訳 

 

※８ 固定資産売却益の内訳 

 百万円 

建物 0 

 計 0 
 

 

 

※９ 固定資産除却損の内訳 
 
 
 
 
 

  
※10 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループに 
 ついて収益性の低下により減損損失を計上しました。 
 当社のグルーピングは、管理会計上で区分した部及び 
 支店をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし 
 て捉え、その単位を基礎にグルーピングを行っており 
 ます。 

また、遊休資産については、個別の単位で行って 
おります。 

 
 

 

 

 

なお、建物、建物附属設備、構築物、資産除去費用資産及び 

ソフトウェアについては、回収可能額は使用価値により測定 

しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値 

が見込めないため、回収可能額を零として算定しております。 

  土地及び遊休資産については、不動産鑑定評価基準に基づい 

た不動産鑑定士からの評価額を基準に算定した正味売却価額に 

よっております。 

 

 

 

 百万円 

器具備品 0 

 計 0 

用 途 場 所 種  類 減損損失 

遊休資産 

(売却予定資産) 

千葉県木更津市 

栃木県那須郡 

土地 

土地 

０百万円 

０百万円 

 

 
※９ 固定資産除却損の内訳 

 
 
 
 
 

 
※10 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループに 
 ついて収益性の低下により減損損失を計上しました。 
 当社のグルーピングは、管理会計上で区分した部及び 
 支店をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし 
 て捉え、その単位を基礎にグルーピングを行っており 
 ます。 

また、遊休資産については、個別の単位で行って 
おります。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

なお、建物、建物附属設備、構築物、資産除去費用資産及び 

ソフトウェアについては、回収可能額は使用価値により測定 

しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値 

が見込めないため、回収可能額を零として算定しております。 

  土地及び遊休資産については、不動産鑑定評価基準に基づい 

た不動産鑑定士からの評価額を基準に算定した正味売却価額に 

よっております。 

 

 

 

 

 百万円 

器具備品 1 

 計 1 

用 途 場 所 種  類 減損損失 

浦和支店 埼玉県さいたま市浦和区 建物附属設備 １百万円 

東松山支店 埼玉県東松山市 建物附属設備 ０百万円 

上尾支店 埼玉県上尾市 建物附属設備 ０百万円 

遊休資産 

(売却予定資産) 

千葉県木更津市 

栃木県那須郡 

土地 

土地 

０百万円 

０百万円 
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 (株主資本等変動計算書関係) 
 

前事業年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) 
 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 10,000,000 ― ― 10,000,000 

 

 ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 274,238 50 ― 274,288 
 

（注）変動事由の概要 

自己株式増加の内訳 

単位未満株式の買取                       50株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

内  訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当事業年度末残高

(百万円) 当事業 
年度期首 

増加 減少 
当事業 
年度末 

2014年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 20 

2015年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 14 

合   計 ― ― ― ― 35 

 

  ４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2021年５月28日 
取締役会 

普通株式 145 15.00 2021年３月31日 2021年６月30日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2022年４月27日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 145 15.00 2022年３月31日 2022年６月15日 
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当事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) 
 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 10,000,000 ― ― 10,000,000 

 

 ２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 274,288 130 ― 274,418 
 

（注）変動事由の概要 

自己株式増加の内訳 

単位未満株式の買取                       130株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

内  訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当事業年度末残高

(百万円) 当事業 
年度期首 

増加 減少 
当事業 
年度末 

2014年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 20 

2015年ストック・ 
オプションとしての 
新株予約権 

― ― ― ― ― 14 

合   計 ― ― ― ― 35 

 

  ４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2022年４月27日 
取締役会 

普通株式 145 15.00 2022年３月31日 2022年６月15日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2023年４月26日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 97 10.00 2023年３月31日 2023年６月15日 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額   

（2022年３月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額（百万円） 

株式会社りそな銀行 １，５００ 

株式会社埼玉りそな銀行 １，０００ 

株式会社武蔵野銀行 １００ 

株式会社三菱 UFJ 銀行 １００ 

株式会社三井住友銀行 ３００ 

埼玉縣信用金庫 １００ 

株式会社七十七銀行 １００ 

株式会社みずほ銀行 １００ 

東京証券信用組合 １００ 

日本証券金融株式会社 ５０ 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 １３，３４４ 

リース債務 ３４ 

 

（2023年３月 31日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額（百万円） 

株式会社りそな銀行 １，５００ 

株式会社埼玉りそな銀行 １，０００ 

株式会社武蔵野銀行 １００ 

株式会社三菱 UFJ 銀行 １００ 

株式会社三井住友銀行 ３００ 

埼玉縣信用金庫 １００ 

株式会社七十七銀行 １００ 

株式会社みずほ銀行 １００ 

東京証券信用組合 １００ 

日本証券金融株式会社 ５０ 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 １８，０４５ 

リース債務 ３０ 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。） 

の取得価額、時価及び評価損益 

（1）時価評価のある有価証券 
                                 （単位：百万円） 

 
2022年３月期 2023年３月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 ― ― ― ― ― ― 

 (1) 株券 ― ― ― ― ― ― 

 (2) 債券 ― ― ― ― ― ― 

 (3) その他 ― ― ― ― ― ― 

２．固定資産 ― ― ― ― ― ― 

 (1) 株券 １，５７４ ３，３８７ １，８１２ １，６０９ ３，５３２ １，９２３ 

 (2) 債券 ― ― ― ― ― ― 

 (3) その他 ― ― ― ― ― ― 

合   計 １，５７４ ３，３８７ １，８１２ １，６０９ ３，５３２ １，９２３ 

 

（2）時価評価されていない有価証券 
                                 （単位：百万円） 

 
2022年３月期 2023年３月期 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

時  価 

評価損益 

１．固定資産   

 (1) 株券 ７６６ 

４，９９３ 

１，６４９ 

７５０ 

４，９９３ 

１，６４９ 

 (2) 債券 ― 

― 

― 

― 

― 

― 

 (3) その他 １，５９４ 

― 

― 

１，５３０ 

― 

― 

合   計 ２，３６１ 

１，６４９ 

２，２８１ 

４，９９３ 

１，６４９ 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。） 

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

該当はありません。 

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、前事業年度(2021年４月１日から 2022年３月 31日)及び当事業年度（2022年４

月１日から 2023 年３月 31 日）の財務諸表について、会社法第 436 条第２項及び金融商品

取引法第 193条の２第 1項の規定に基づき EY新日本有限責任監査法人による監査を受けて

おり、当社の 2022 年３月 31 日現在及び 2023 年３月 31 日現在の財政状態及び経営成績を

適正に表示している旨の監査報告書を受領しております。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

(1)当社の内部管理の組織及び業務分掌は、下記のとおりであります。 

コンプライアンス部 
  ①法令等遵守の統括に関する事項 
  ②コンプライアンスに関する事項 
  ③コンプライアンスにおける社員の教育研修に関する事項 
  ④紛争・事故処理の統括に関する事項 
 引受審査課 
  有価証券の引受、取引所上場の審査に関する事項 
売買審査室 

  ①公正な株価形成に関する事項 
  ②ファイナンス銘柄に関する事項 
  ③内部者取引に関する事項 
  ④前項に付随する事項 
  ⑤自己株式の市場買い付けに関する事項 
 営業考査室 
  ①営業部店のコンプライアンス 
  ②顧客取引の総合管理に関する事項 
  ③顧客の有価証券の売買、その他の取引、営業員の営業活動の把握及び取引の 

審査に関する事項 
  ④役職員等の取引に関する事項 
  ⑤残高照合通知書等に関する事項 
  ⑥担保同意書の整理・保管・管理に関する事項 
  ⑦利益相反管理に関する事項 
   ⑧営業部店の事務担当者統括に関する事項 
   ⑨営業部店の事務運営、事務管理に関する事項 
 お客様相談室 
  顧客からの問い合わせ等への対応に関する事項 
 

監査部 
  ①監査業務に関する企画立案 
  ②組織・諸会議に対する監査権の執行 
  ③本部並びに営業店に対する業務監査の実施及び評定 

④被監査部門に対する指示並びに提起・指導・勧告等の実施及び取締役会に対 
する報告 

  ⑤主務官庁等の検査の立ち会い等に関する事項 

 

(2)苦情処理及び紛争解決の体制 

・第一種金融商品取引業 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

(ＦＩＮＭＡＣ)を利用  

・第二種金融商品取引業 一般社団法人 第二種金融商品取引業協会（ＦＩＮＭＡＣに業務委

託）を利用  

 

(3)お客様からのご相談及び苦情等への対応 

① 当社は、お客様からのご相談や苦情等については、営業部店及び本社のお客様相談室を窓

口として対応しております。 

② お受けした苦情等につきましては、営業部店とコンプライアンス部門との連携により、適

切にお客様に対応できるよう社内体制を整備しております。 
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 ２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 
①顧客分別金信託の状況 
                               （単位：百万円） 

項   目 2022年３月 31日現在の金額 2023年３月 31日現在の金額 

直近差替計算基準日の 

顧客分別金必要額 
２３，５９０ ２０，７７１ 

期末日現在の 

顧客分別金信託額 
２１，３６９ ２０，８８０ 

期末日現在の 

顧客分別金必要額 
２３，４２９ ２０，５６９ 

(注) 当社は、火曜日を差換計算基準日とし、信託額洗替日は差替計算基準日の翌日から３営業日 
以内としております。 

   ②有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2022年３月 31日現在 2023年３月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数   900,016 千株 6,395  千株   908,046 千株   6,570  千株   

債券 額面金額 5,322百万円 44,897百万円   5,314百万円    32,676百万円   

受益証券 口数 91,465百万口  3,682百万口   90,600百万口    6,167百万口   

その他 額面金額 ― ― ― ― 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2022年３月 31日現在 2023年３月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 36,913 千株 31,885 千株 

債券 額面金額         0 百万円        ―百万円 

受益証券 口数       1,921 百万口       1,640 百万口 

その他 額面金額 ― ― 
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 ハ 管理の状況 

  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

自社金庫（日本） 単純管理 

株  券 632,401 千 株 

債  券 80 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

（株）証券保管振替機構 

（日本） 
振替決済 

株  券 307,410 千 株 

債  券 4,589 百万円 

受益証券 92,239 百万口 

そ の 他 ― ― 

（株）証券保管振替機構 

（日本）上場外国株 
混合管理 

株  券 390 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 6 百万口 

そ の 他 ― ― 

日本銀行（日本） 振替決済 

株  券 ― 千 株 

債  券 644 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

東海東京証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 140 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

大和証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 3 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

BNYメロン 

（USA・HK） 
混合管理 

株  券 6,294 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 
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  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

ブラウンブラザーズ・ハリマン（株） 

（ルクセンブルグ） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 4 百万口 

そ の 他 ― ― 

バークレイズ証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 5,242 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ドイツ証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 460 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

HSBC証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 9,490 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 159 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ｽﾐﾄﾓ･ﾐﾂｲ･ﾄﾗｽﾄ(UK) 混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 5,515 百万口 

そ の 他 ― ― 

ＪＰモルガン証券（株） 

（日本） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 10,456 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

みずほ証券（株） 

(日本) 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 ― ― 
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  管理場所及び国名 管理方法 区  分 数・額面金額 単   位 

SMBC日興証券（株） 

(日本) 
混合管理 

株  券 2 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ｿｼｴﾃｼﾞｪﾈﾗﾙ証券（株） 

(日本) 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 2,097 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

ノムラバンク 

（ルクセンブルグ） 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 ― 百万円 

受益証券 642 百万口 

そ の 他 ― ― 

クレディ・スイス証券（株）

(日本) 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 2,620 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

シティグループ証券（株） 

(日本) 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 1,631 百万円 

受益証券 0 百万口 

そ の 他 ― ― 

ゴールドマンサックス証券（株）

(日本) 
混合管理 

株  券 ― 千 株 

債  券 375 百万円 

受益証券 ― 百万口 

そ の 他 ― ― 

 

  当社は、顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有

価証券（以下｢顧客有価証券｣という。）について、別に定める｢分別管理に関する規程｣第３

条の方法により固有有価証券等と明確に区分し、顧客有価証券について、どの顧客の有価証

券であるかが直ちに判別できる状態で確実にかつ整然と管理しております。 
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(2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

   (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 法第 43条の３第１項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

② 法第 43条の３第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

＜参考時価情報＞ 

  株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

2022年３月 31日現在 2023年３月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

  456,907 百万円  21,682 百万円   511,064 百万円   19,370 百万円 

      

ロ．受入保証金代用有価証券 

2022年３月 31日現在 2023年３月 31日現在 

金   額 金   額 

      28,843 百万円        28,998百万円 

   

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

 該当事項はありません。 
 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等     

    該当事項はありません。



 

むさし証券株式会社 

（https://www.musashi-sec.co.jp/） 

（2023 年 3 月 31 日時点の情報） 

  

 

 

 

金融商品取引業の登録状況：第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業 

登録番号：関東財務局長（金商）第 105 号 

加入協会：日本証券業協会、第二種金融商品取引業協会 

加入取引所：東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所 

加入投資者保護基金：日本投資者保護基金 

指定紛争解決機関：特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター

（略称:FINMAC） 

設立：1947 年 8 月 

資本金：50 億円 

株式の上場：非上場 

代表者：取締役社長 野村 眞 （2019 年 6 月就任） 

役職員数：313 人 

（うち登録外務員数 276 人） 

 

 

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】 

 取扱商品 

取引形態 

株式 債券 
投資信託 ETF REIT 

先物・オプシ

ョン 国内株 外国株 国内債 外国債 

対面取引 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

インターネット ○ △ × × ○ ○ ○ ○ 

その他の業務の具体的内容：金地金の売買業務取引、保険募集業務  

○：取扱あり。×：取扱なし。△東証上場銘柄のみ取扱あり。詳細は、当社営業所までお問い合わせください。 

 

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務などの各種商品やサービスの提供も行っております。当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状況に関す

る説明書」（6・8 ページ）を御参照ください。 

 

 


